
指定シンポジウム３

CST実施におけるボトルネックの解消法を探る

Part 4

オーガナイザー 東北大学 大和田祐二

座長 産業医科大学 東華岳

関西医科大学 北田容章

令和4年3月28日（月） 9:00〜
第127回日本解剖学会総会・全国学術集会
Web開催



関西医科大学における手術手技研修の

立ち上げの環境整備と今後の課題について

関西医科大学

北田容章

令和4年3月28日（月） 9:00〜
第127回日本解剖学会総会・全国学術集会
Web開催



関西医科大学における手術手技研修の

立ち上げの環境整備と今後の課題について

関西医科大学

北田容章

令和4年3月28日（月） 9:00〜
第127回日本解剖学会総会・全国学術集会
Web開催

本講演のスライドは、以下のHPからダウンロード可能です：
https://www7.kmu.ac.jp/kmucca/



平成２４年度

事業開始当初

全国６拠点

平成２４年度〜

実践的な手術手技向上研修事業

厚生労働省・委託事業拠点認定

医師の卒後・生涯教育：手術手技研修



平成２４年度〜

実践的な手術手技向上研修事業

厚生労働省・委託事業拠点認定

〜令和元年度

事業開始７年後

全国２５大学

（実施報告書提出済）

令和２年度開始

東北大学医学部

平成２４年度〜

医師の卒後・生涯教育：手術手技研修



死体解剖保存法 昭和二十四年法律第二百四号
第一条 この法律は、死体（妊娠四月以上の死胎を含む。以下同じ。）の解剖及び保存並びに死因調査の適正を期することによつ
て公衆衛生の向上を図るとともに、医学（歯学を含む。以下同じ。）の教育又は研究に資することを目的とする。
第二条 死体の解剖をしようとする者は、あらかじめ、解剖をしようとする地の保健所長の許可を受けなければならない。ただし、
次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
一 死体の解剖に関し相当の学識技能を有する医師、歯科医師その他の者であつて、厚生労働大臣が適当と認定したものが解剖す
る場合
二 医学に関する大学（大学の学部を含む。以下同じ。）の解剖学、病理学又は法医学の教授又は准教授が解剖する場合

２ 保健所長は、公衆衛生の向上又は医学の教育若しくは研究のため特に必要があると認められる場合でなければ、前項の規定に
よる許可を与えてはならない。
３ 第一項の規定による許可に関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。

第九条 死体の解剖は、特に設けた解剖室においてしなければならない。但し、特別の事情がある場合において解剖をしようとす
る地の保健所長の許可を受けた場合及び第二条第一項第四号に掲げる場合は、この限りでない。
第十条 身体の正常な構造を明らかにするための解剖は、医学に関する大学において行うものとする。

第二十二条 第二条第一項、第十四条又は第十五条の規定に違反した者は、六月以下の懲役又は三万円以下の罰金に処する。
第二十三条 第九条又は第十九条の規定に違反した者は、二万円以下の罰金に処する。

通達 死体解剖保存法の施行に関する件 昭和二四・六・一五 医発五一九 各都道府県知事宛 厚生省医務局長通知
5 法第二条は、解剖を行う場合の手続的規定であるから、第二条による許可を得ていても、刑法第百九十条の規定による死体損壊罪の成立
することはあり得る。例えば、遺族の承諾を得ずに解剖し、又は「解剖」の範囲を逸脱する程度の所謂「損壊」行為をした場合は、死体損壊罪
が成立することがある。

7 「身体の正常な構造を明らかにするための解剖」とは所謂系統解剖を指称するものである。

9 第十条は、所謂系統解剖は医学又は歯学の大学において行うべきものであることを明らかにしているが、死体の尊厳維持の見地及び実際
上の必要性の面から考慮してこれが最も適当であると考えられるからである。ここでいう「大学」は、場所的観念であり、従って必ずしも大学自
身の教育又は研究のためでなくてもよい。

刑法 （死体損壊等）
第百九十条 死体、遺骨、遺髪又は棺に納めてある物を損壊し、遺棄し、又は領得した者は、三年以下の懲役に処する。

死体解剖保存法と通達
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死体解剖保存法における遺体使用の適法要件

・ 目的は「医学・歯学の教育又は研究に資すること」であれば良く、

「解剖学の教育又は研究」に限定されない

・ 解剖学、病理学又は法医学の教授又は准教授

厚生労働大臣が適当と認めたもの（死体解剖資格）が行う解剖

→ 罰則規程あり（六月以下の懲役又は三万円以下の罰金）

・ 「解剖」の範囲を逸脱しない程度の行為

→ 罰則規定あり（三年以下の懲役）

→ 手術手技研修においてもこれらの要件を満たす必要がある！

死体解剖保存法と通達



・ 死体解剖保存法＋通達

目的：医学・歯学の教育又は研究に資する（「解剖学の教育又は研究」に限定していない）

解剖する者に関する規定とその罰則規定、「解剖」の範囲の逸脱による死体損壊罪適用の可能性

・ 手術手技研修とは？

（献体された）ご遺体を用いた臨床医学教育（特に外科手術手技）, Cadaver surgical training (CST)

「臨床医学の教育及び研究における死体解剖のガイドライン」に従って行われる必要がある

「臨床医学の教育及び研究における死体解剖のガイドライン」 解剖学雑誌 87: 21-23 (2012)

改訂版 h/ps://www.jssoc.or.jp/journal/guideline/info20180406-01.pdf

『違法性を問われない遺体の利用とはどういうものかを明確に指針として示したもの』

→ ガイドラインに沿っていない研修は、違法性を問われる可能性がある

「死体解剖保存法の「解剖」の概念に含まれる」（日本解剖学会の見解）

「従来の解剖学相教室における臨床解剖学教育・研究といわゆるガイドライン (臨床医学の教育及び研究における死体解

剖のガイドライン) における外科手術手技研修の相違点について」 解剖学雑誌 88: 69-70 (2013)

h/p://www.anatomy.or.jp/jab-guideline.html

手術手技研修を取り巻く環境・現状
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手術手技研修を取り巻く環境・現状

死体解剖保存法における適法の要件を満たすためのガイドライン制定

・目的は「「臨床」医学・歯学の教育又は研究」

・ 「解剖学の教授が行う解剖」

→ 解剖学教授の「指導監督者」としての参画が必須

・ 「解剖」の範囲を逸脱しない程度の行為

→ 本法の「解剖」の概念に含まれるとの日本解剖学会の見解

→ ガイドラインを遵守しない手術手技研修は、違法性を問われる可能性あり



臨床医学の教育及び研究における死体解剖のガイドライン

・ 「臨床医学の教育及び研究における死体解剖のガイドライン」 (解剖誌 87: 21-3 (2012))

「ご遺体を用いた従来の臨床解剖学教育・研究」と

「ご遺体を用いた外科手術手技研修」の切り分けが大事

※手術手技の向上や新規手術手技・医療機器の開発を目的とする行為 →ガイドラインの対象

※解剖学的構造の解明と理解を目的とする行為 → ガイドラインの対象外
従来の解剖学教室における臨床解剖学教育・研究といわゆるガイドラインにおける外科手術手技研修の相違点について (解剖誌 88: 69-70 (2013)) もご参照下さい

・ ガイドライン下での手術手技研修の実施条件と運用上の留意点（抜粋）

留意点 営利を目的とせず、会計の透明性を担保する

倫理委員会審議前に研修計画を審議する専門委員会を設置

必ず専門委員会・倫理委員会での審議・承認を経てから実施

実施内容（会計報告を含む）のCST推進委員会（日本外科学会内）への報告義務

感染事故等への自己責任について受講者の事前同意を得る

※「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」にも従う必要があります __

※実際の実施にあたっては、関係する諸規定や文書を必ずご参照下さい __

表 2　臨床医学の教育及び研究における遺体使用の実施条件

①臨床医学の教育及び研究を通じて医療安全の向上をはかり，国民福祉への貢献を目的とするもの
②医学教育，医学研究の一環として，医科大学（歯科大学，医学部・歯学部を置く大学）において，死体解剖保存法，献
体法の範疇で実施するもの

③使用する解剖体は，以下を満たすものであること．1. 死亡した献体登録者が生前に，自己の身体が学生に対する解剖教
育に加えて，医師（歯科医師を含む）による手術手技研修等の臨床医学の教育及び研究に使用されることについての書
面による意思表示をしていること．2. 家族がいる場合には，家族からも理解と承諾を得られていること．

④実施にあたり，大学の倫理委員会に諮り，実施内容を十分に検討し承認を得ていること

3．実施に必要な条件（表 2）
遺体による手術手技研修等の実施には，下記の条件を順守すべきである．

1）明確な目的のための実施であること
遺体による手術手技研修等の実施は，医療安全の向上と国民福祉への貢献を目的とするものである．実

施にあたっては，事前に大学の倫理委員会（またはそれに準ずる機関）に諮り，実施内容が臨床医学の教
育及び研究を目的とし，倫理的に認められるものであるかについて，十分に検討した上で承認を得る必要
がある．さらに実施後も研修の内容とその評価を倫理委員会等に報告しなくてはならない．献体制度の理
念に反する営利を目的とした手術手技研修等の実施は決して行うべきではない．手術手技研修等の実施者
は運営経費と利益相反状態を倫理委員会等に報告し，透明性及び公明性を担保する．
2）献体登録者および家族の理解と承諾が得られた遺体を用いること
遺体を手術手技研修等に使用するにあたり，学生の正常解剖実習への使用とは別に，医師（歯科医師を

含む）による手術手技研修等の臨床医学の教育及び研究での使用について献体登録者に状況説明をした上
で，献体登録者から承諾を書面で得る必要がある．さらに，献体登録者に家族がいる場合には，家族から
も理解と承諾を得る必要がある．
3）献体受付，遺体管理は解剖学教室に一元化されていること
献体実務と遺体管理は，大学医学部，歯学部の解剖学教室の責任下において一元的に行う必要がある．

なぜなら献体実務の窓口が多様化すると，献体登録者，家族との間に誤解やトラブルが生じる可能性があ
り，また献体登録者・家族と大学との間に第三者が介在すると，遺体を悪用される余地を残し，献体シス
テムの信用を損なうリスクが高まる．また現時点で大学の解剖実習室等の専用施設以外で解剖を行うこと
は，モラルの低下を招き社会から信用を失うと思われ，決して行うべきではない．生前同意による献体以
外の途で解剖体を得ることは倫理的な問題を生じやすい．したがって，現在においてもまた将来的にも手
術手技研修のために行う解剖は，献体による遺体を用いることを前提とする．海外からの輸入等の手段を
持って得られた遺体の使用は避けるべきである．さらに現状では大学の解剖専用施設以外に，遺体に対す
る礼意を確保しつつ解剖を行える場所を実現することは，きわめて困難であるため，遺体による手術手技
研修は医科大学（歯科大学，医学部・歯学部を置く大学）内の施設で実施するべきである．
なお，実施にあたっては日本解剖学会の提示する見解を参考にし，解剖学教室に過度の負担がかからな

いような配慮が求められる4）．

4．運用上の留意点
遺体による手術手技研修等の実施には，先に示した条件（表 2）を順守し，かつ法的，倫理的な観点から

下記の各項目を順守することを求める．また，実施にあたっては，大学内に専門委員会等を組織し，関係
する学内組織間の同意と協力の上で手術手技研修を実施することで解剖学教室への業務負担の軽減をはか
ることが望ましい．

― 3 ―



人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針

・人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（平成26年12月22日）

・ ヒトゲノム遺伝子解析研究に関する倫理指針（平成13年3月29日）

・人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針（令和3年3月23日）
h/ps://www.mhlw.go.jp/sJ/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/kenkyujigyou/i-kenkyu/index.html

☆留意点

第５章 研究により得られた結果等の取扱い

第１０ 研究により得られた結果等の説明

1 研究により得られた結果等の説明に係る手続等

(1) 研究責任者は、実施しようとする研究及び当該研究により得られる結果等の特性を踏まえ、

当該研究により得られる結果等の研究対象者への説明方針を定め、

研究計画書に記載しなければならない。

当該方針を定める際には、次に掲げる事項について考慮する必要がある。

ア当該結果等が研究対象者の健康状態等を評価するための情報として、

その精度や確実性が十分であるか

イ当該結果等が研究対象者の健康等にとって重要な事実であるか

ウ当該結果等の説明が研究業務の適正な実施に著しい支障を及ぼす可能性があるか



人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針

h/ps://www.anatomy.or.jp/jab-guideline.html

ある必要がある。実施において以下の概説に一致しない内容については、生命・医学系指針等に従い必

要があれば所属機関等による倫理審査および承認を受ける。 

２）解剖体を用いた研究活動の内、その内容がゲノム・遺伝子情報の解析、iPS細胞、組織幹細胞、ES

細胞、生殖細胞などに関連する場合、またそれ以外の研究でも事前に計画を立てて生物試料の収集を行

う性格を有する場合には、それぞれ関係する倫理指針等に従い、所属機関等による倫理審査および承認

を受けるものとする。 

３）教育活動として行われる医学・歯学の解剖学実習等は「生命・医学系指針」が定義する研究に該当

しない。 

４）医学・歯学教育の一環として行われる解剖学実習において学生や教員が遭遇した少数の破格等に関

する知見の報告は、いわゆる症例報告（「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針 ガ

イダンス」5頁の8）2）と同様のものとみなすことができるため、「生命・医学系指針」が定義する研究

には該当しない。したがって、所属機関等における倫理審査および承認は必要とされない。所見の報告

においては「生命・医学系指針」が定める個人情報等の保護に努め、学術誌等での公表の際に倫理審査

承認が求められる場合はそれに従う。 

５）上記４）に当てはまらない、多数例の破格等に関する知見を計画的に収集する等の解剖体を用いた

研究については「生命・医学系指針」の対象とし、所属機関等における倫理審査および承認を必要とす

る。インフォームド・コンセントについては、通常は生命・医学系指針中の第４章第８の７3）に該当す

ると考えられる。すなわち、献体者の生前の同意や献体時の遺族による同意（但し献体者に遺族が無い

場合はその同意を要しない）を得ていることを前提として、当該研究に関する情報提供および拒否機会

を保障していることを研究実施の要件とする。なお情報提供および拒否機会の保障については、当該教

室等のウェブサイトに研究内容を示し、使用を拒否したい研究があった場合には遺族等がその旨を申し

出ることができる窓口を設けるなどの対応が考えられる。 

６）外科手術手技研修を目的とした遺体利用等については、「臨床医学の教育及び研究における死体解

剖のガイドライン」に則り、必要に応じ所属機関等による倫理審査および承認を受けるものとする。 

【補】本ガイドラインは日本解剖学会が自主的に定めるものであり、解剖体に関連した研究事例につい

て定期的に見直しを行い、必要があれば内容の改訂等を行う。 

 

目次に戻る 

 

５．解剖体を用いた教育研究により得られる結果等の取扱いについて 

令和3年に施行された「生命・医学系指針」では、「研究により得られた結果等の取扱い」として、研

究全体の結果ではなく個々の研究サンプルより得られた結果について、「研究対象者への説明方針を定

め、研究計画書に記載しなければならない」との方針が示されている4）。「研究対象者」にはその家族・

遺族も含まれるものと解釈されることから、既に亡くなった献体者の遺体である解剖体を使用した研究

においても、この方針から免れるものではないものと考えられる。得られる結果の重要度に関わらず、

個別の解剖体より得られる可能性のある結果に関する研究対象者への説明方針について、予め研究計画

書に記載する必要があると考えられる。なお、本ガイドライン第４項３）および４）に該当する教育研

究活動、すなわち、教育活動として行われる医学・歯学の解剖学実習等、および医学・歯学教育の一環

として行われる解剖学実習において学生や教員が遭遇した少数の破格等に関する知見の報告について

は、倫理審査および承認が必要とされないため、この限りではない。 

 

目次に戻る 

解剖体を用いた研究についての考え方と実施に関するガイドライン

解剖学会のガイドラインのページ

新指針下でのＣＳＴ

・ホームページ等での当該ＣＳＴの情報公開

・ （ご遺族への）オプトアウトの機会の設定

・上記内容の研究計画書への記載



人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針

・人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（平成26年12月22日）

・ ヒトゲノム遺伝子解析研究に関する倫理指針（平成13年3月29日）

・人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針（令和3年3月23日→ 令和4年3月10日一部改正）
h/ps://www.mhlw.go.jp/sJ/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/kenkyujigyou/i-kenkyu/index.html

☆変更点（献体された遺体使用に関連する部分）

第９章 個人情報等、試料及び死者の試料・情報に係る基本的責務

第１８ 個人情報の保護等

3 死者の試料・情報の取扱い

研究者等及び研究期間の長は、死者の尊厳及び遺族等の感情に鑑み、死者について特定の個人

を識別することができる試料・情報に関しても、生存する個人に関する情報と同様に、この指針の規

定のほか、個人情報保護法、条例等の規定に準じて適切に取り扱い、必要かつ適切な措置を講ず

るよう努めなければならない。

新指針下でのＣＳＴ

・ホームページ等での当該ＣＳＴの情報公開

・ （ご遺族への）オプトアウトの機会の設定

・上記内容の研究計画書への記載

・遺体使用でも生存個人と同様に、書類上・手続き上、適切な処置を講ずる



臨床医学の教育及び研究における死体解剖のガイドライン

・ 「臨床医学の教育及び研究における死体解剖のガイドライン」 (解剖誌 87: 21-3 (2012) → 2018.4.6改訂)

・改訂された点

研修の実施にあたり、営利を目的とせず、会計は透明性を担保することとする。ただし、研修参加者か

ら必要な参加費を徴収すること及び事業者等から医療機器等の無償又は有償での貸出し、機器の安全

な使用方法等について説明する者の派遣等を受けることができる。

- 4 -  

表 3 本ガイドラインが求める利益相反状態の報告 

手術手技研修等の実施に際しては，営利を目的とせず高い透明性を保つために，一般的な研究者個人に対する利益相反 

マネージメントに加えて，実施団体の利益相反マネージメントも，各大学内の専門委員会等と日本外科学会CST推進委 

員会に報告すること． 

①手術手技研修等の実施責任者と指導監督者の利益相反状態の報告 

・「日本医学会医学研究のCOIマネージメントに関するガイドライン」（日本医学会）などのCOIマネージメントのガイドラ
インに沿い，利益相反状態を報告すること 

・実施代表者・指導監督者が寄付講座等に所属する医師で，実施内容が寄付企業等と利益相反状態にある場合には明記する
こと 

②手術手技研修等の実施団体（大学の臨床講座，学会，研究会，セミナー等）の利益相反状態の報告 

・参加費を徴収した場合は，詳細を明記すること 

・企業，団体，個人からの寄付，協賛などの援助を得た場合にはその内容を報告すること 

・広告に対する広告費を得た場合には，その内容を報告すること 

・企業，団体等から医療機器等の貸与や，機器の使用に関する技術支援や機器の持ち込み等の労務提供などがある場合には， 

無償，有償の別，金額の多寡，労務内容を問わず，その内容を報告すること 

③産学連携などによる研究・開発等の実施における利益相反状態の報告 

・学内の倫理委員会等の書類を添えて，実施内容が本ガイドラインを遵守していることを報告すること 

 

 

4．運用上の留意点 

遺体による手術手技研修等の実施には，先に示した条件（表 2）を遵守し，かつ法的，倫理的な観点から

下記の各項目を遵守することを求める．また，実施にあたっては，大学内に専門委員会等を組織し，関係す

る学内組織間の同意と協力の上で手術手技研修を実施することで解剖学教室への業務負担の軽減をはかるこ

とが望ましい． 

1）目的と基本姿勢 

・遺体による手術手技研修等は医療安全効果による国民の福祉への貢献を目的として実施するものである 

・手術手技研修等の内容は，事前に倫理委員会（またはそれに準ずる第三者機関）により審査され，実施後 

は評価を受けなければならない 

・実施に際しては，献体者の意思を十分尊重し，日本特有の倫理観，死生観，宗教観にも充分に配慮し， 

遺体に対して常に敬意を払い，手術手技研修に参加した講座の実施責任者は原則として慰霊祭に出席 

すること 

・従来の解剖学実習で培われた大学（解剖学教室）と献体登録者およびその家族との信頼関係を崩さない 

こと 

・研修の実施にあたり，営利を目的とせず，会計は透明性を担保することとする．ただし，研修参加者か 

ら必要な参加費を徴収すること及び事業者等から医療機器等の無償又は有償での貸出し，機器の安全な 

使用方法等について説明する者の派遣等を受けることができる（表 3） 

2）献体の受付，同意 

・献体の受付，遺体の管理は解剖学教室に一元化され，遺体の使用状況等に関する記録が作成されていること 

・手術手技研修に用いる遺体は，生前に，医師（歯科医師を含む）による手術手技研修等の臨床医学の教育 

及び研究に使用されることについて，原則として書面による意思表示をしていること 

・さらに，遺体の提供時に，献体登録者の生前同意を家族に告知し，承諾が得られること．あるいは家族がい 

ないこと 

・献体の受け取り，返却，御礼と報告等の手続きは，従来の正常解剖と同様であること 

3）実施計画の審査と実施後の報告，公開 

・遺体による手術手技研修等の実施を予定する大学は，倫理委員会が実施計画の妥当性，実施可能性を審査 

・適切な利益相反マネジメント

・受益者負担（受講料徴収）

利益相反マネジメント



ガイドラインと倫理指針を満たすために

・ 「臨床医学の教育及び研究における死体解剖のガイドライン」 (解剖誌 87: 21-3 (2012) → 2018.4.6改訂)

新指針下でのＣＳＴ

・ホームページ等での当該ＣＳＴの情報公開

・ （ご遺族への）オプトアウトの機会の設定

・上記内容の研究計画書への記載

・遺体使用でも生存個人と同様に、書類上・手続き上、適切な処置を講ずる

・人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針（令和3年3月23日→ 令和4年3月10日一部改正）

・篤志献体の会会員へのＣＳＴの周知と同意

・専門委員会の設置

・専門委員会・倫理委員会での審議・承認

・感染事故等への自己責任に関する事前同意

・会計の透明性の確保

適切な利益相反マネジメント

受益者負担（受講料の徴収）

・研修実施（開始・終了時の黙祷）

・会計報告を含む実施内容の専門委員会での審議・承認と、CST推進委員会への報告



関西医科大学におけるＣＳＴ導入

○導入の経緯

2019年 4月 関西医科大学への異動、学長からの指示→解剖学講座が主体

○導入時期

2019年10月 厚労省補助金（設備整備事業）の大阪府意向調査 申請

12月学内ワーキンググループ立ち上げ

2020年 2月 学内アンケート調査（外科系）

6月 学内アンケート調査（内科系・基礎医学系）

7月 専門委員会内規策定

2019年 9月 関西医大白菊会総会（会則変更と、講演によるＣＳＴの周知）

10月郵送による全会員への意向調査

2021年 3月 整形外科学ＣＳＴ実施

5月 ＣＳＴ推進委員会への実施報告書提出

時間的なボトルネック

時間と手間の
ボトルネック

構想から導入まで２年を要した



関西医科大学におけるＣＳＴ導入

○篤志献体の会会員への周知・意向調査の方法

総会での講演による周知

整形外科学講座・齋藤貴徳（主任教授）

解剖学講座・北田容章（主任教授）

全会員への意向調査（書面の郵送・返送）

新規入会会員への案内等

パンフレット新調（ＣＳＴ等の"献体の新たな役割"について説明文を追加）

入会時同意文書の様式の変更（ＣＳＴ等を明記）

ご遺体引き取り時文書

遺体引き取り時のご遺族同意文書の様式の変更（ＣＳＴ等を明記）

総会・会誌での報告

ＣＳＴ開始の御礼

参加診療科の明記



関西医科大学におけるＣＳＴ導入

○専門委員会の体制

委員長 解剖学講座・北田容章（主任教授）

委員 整形外科学講座・齋藤貴徳（主任教授）

外科学講座・関本貢嗣（主任教授）

脳神経外科学講座・淺井昭雄（主任教授）

胸部外科学講座・村川知弘（主任教授）

関西医大白菊会・藤澤直子（会長）



関西医科大学におけるＣＳＴ導入

○現在のCST実施に係る体制 センター化

しかし、予算ゼロスタート．．．

解剖学講座主体

予算的なボトルネック



関西医科大学におけるＣＳＴ運営

○現在のCST実施規模
※参加診療科

令和２年度 整形外科学 ８研修（３日間）

令和３年度 整形外科学 １７研修（６日間）

外科学講座 １研修（１日間）

※参加者（のべ人数）

令和２年度 整形外科学 講師１０名、スタッフ１０名、受講者５９名、見学者３７名

令和３年度 整形外科学 講師２７名、スタッフ５６名、受講者１０５名、見学者５７名

外科学科学 講師３名、受講者１１名、見学者１２名

※使用遺体数

令和２年度 整形外科学 ３体

令和３年度 整形外科学 ５体、外科学 １体（計６体）



関西医科大学におけるＣＳＴ運営

○現在のCST実施に係る資金の原資
・ 大学＋厚労省（機器整備費）

令和２年度 33,584,540円

・解剖学講座（系統解剖としての予算）

令和２年度 407,691円 （消耗品 407,691円、設備備品費 0円）

令和３年度 2,967,081円 （消耗品 341,318円、設備備品費 2,625,763円）

・各外科系講座（講座費）

令和２年度

整形外科学講座 1,376,491円

令和３年度

整形外科学講座 324,280 円（+3月実施分 現在報告書作成中）

外科学講座講座 378,870円

受講料は未徴収です

予算的なボトルネック



関西医科大学におけるＣＳＴ運営

○CSTに係る事務作業を行う主体
・ 学内文書（倫理審査申請書・研究計画書）

CSTセンター（解剖学講座）が学内文書の様式を作成

→ 参加診療科が必要事項を記載し、申請

・日程調整

CSTセンター（解剖学講座）が参加診療科責任者と日程調整

・学内文書（感染に関する同意書・守秘義務に関する誓約書）

CSTセンター（解剖学講座）が学内文書の様式を作成

→ 参加診療科がとりまとめ、CSTセンター（解剖学講座）に提出

・ CST推進委員会への報告書

CSTセンター（解剖学講座）が各外科系講座へ作成依頼

→ CSTセンター（解剖学講座）がとりまとめ、報告

・外部資金申請書の作成

CSTセンター（解剖学講座）が作成・申請
解剖学講座の事務的負担は大きい



関西医科大学におけるＣＳＴ運営

○CSTの会場・設備・備品
会場

解剖学実習室

設備・備品（ＣＳＴセンターにて管理）

遺体ロッカー（冷却・１０体用） ２台

内視鏡装置（病院からの払い下げ） １台

電動油圧式手術台 ３台

超音波診断装置 １台

超音波洗浄器 １台

診療用照明器 ９台

（電気メス ３台）

器具・消耗品等

各診療科にて購入・管理

解剖学講座の費用的負担も大きい



関西医科大学におけるＣＳＴ導入

○CSTに供するご遺体の準備・管理
・ ご遺体の固定

Thiel法固定 –搬入後24時間以内に固定措置

（ホルマリン固定）

・ ご遺体の管理

冷蔵保存（専用ロッカー）

○CSTの開催日時等
・ 開催日時

１１月以降の平日と第２・第４の週末（土・日・祝）

※Thiel法固定遺体の保存状況、技術職員の出勤状況を勘案

・解剖学講座の関与

教員１名以上・技術職員１名以上の立ち合い

解剖学講座の時間的負担は

かなり大きい



関西医科大学におけるＣＳＴ導入

○CST受講料徴収
・ 未導入

※受講料の「寄付」としての取扱い

※→ 大学本体へのインセンティブが発生してしまうため、

受講料徴収のための新たなシステム構築が必要

○ご遺体を用いた臨床研究等

・ 未導入

※整形外科学による生体力学的研究には、新鮮凍結遺体が必須

※→ 新鮮凍結遺体保存のための施設・設備が未整備のため、未導入



関西医科大学におけるＣＳＴの課題と今後の方向性

○コロナ禍におけるCSTの変化
・ 搬入遺体数の減少

・参加者（業者関連含む）全員のPCR/抗原検査の実施

・見学者の人数制限

○現時点での課題と今後の方向性

・ 白菊会会員数の増加

入会時要件の緩和（入会者満５０歳以上、３親等以内の成人親族２名の同意）

・ 受講料徴収実現のための環境整備

学内規程の整備（大学へのインセンティブが生じないように！）、財務部との調整

・ 参加診療科数の増加

各外科系診療科医師によるCSTの見学

・ 研修事業安定化のための学内予算確保

実績作り・実績作り・実績作り・・・・・・

休みの土日祝日も来て

大学のために頑張ってるんだから

予算くらいつけて欲しい！



関西医科大学におけるＣＳＴの課題と今後の方向性

○ディスカッション課題

コロナ禍におけるCST開催基準
A 学外からの参加
１ＣＳＴ推進委員会の権限で「認めない」とする

２ ＣＳＴ推進委員会が一定程度の制限を設ける

３ＣＳＴ推進委員会は判断せず、大学の規定や診療科の判断に委ねる

４その他（具体的に）

B CST開催においてクラスター等が発生した場合の責任の所在
１ＣＳＴ主催大学の学長や医学部長等

２ＣＳＴ主催の各診療科担当教授

３ＣＳＴ主催の各診療科担当教員

４その他（具体的に）



まとめ

関西医科大学では、

解剖学講座主導でCST事業を立ち上げ、
解剖学講座主導でCST事業を運営しています

この方式では、必ず解剖学講座に大きな負担がかかります

運営そのものに係る事務作業

運営そのものに係る連絡調整

運営そのものが円滑となるような心配り

金銭面での負担

→ 全て解剖学講座からの持ち出し
→受益は完全にゼロ

解剖学主体でCSTを導入するなら、
・最初から適切な予算配分がなされるべき

・最初からプラスアルファの人員配置がなされるべき と考えます
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